











棟ごとに計上している。全体を延べ床面積によって分類したものを図 3-6, 表 3-4 に示す。
これによると 2,000 m2未満の小規模の集合住宅が全体の 95％を占めていることが分かる。
小規模集合住宅の多くが木造賃貸アパートであり、東京都区部の現状をよくあらわして
いる。
区部の都市計画団地は、74 団地、住戸数 66,793 戸ある。都市計画団地とは東京都の
都市計画で建設が決定されたものであり、住戸数の値については計画段階の数値となっ
ており、実際の住戸数と若干の違いが見られる。都市計画団地の区別の団地数と住戸数
について図 3-7, 表 3-5 に示す。足立区、練馬区、世田谷区といった住宅街の多い地域に
都市計画団地が多く決定されていることが分かる。
また、都市基盤整備公団により整備された区部の団地は、149 団地、住戸数 85,042 戸、
駐車場台数 23,775 台ある。都市基盤整備公団による団地の区別の団地数と住戸数および
























供給可能台数 234 台注 8) にステーション設置スペースのために廃止する駐車場台数 7台注 9)
を加えた241台以上を基準とした。ここで、公共の集合住宅については東京都の駐車場デー











＝        ≒７台  
 
S：160m2,L：22.5m2
水素供給ステーションの年間供給可能台数＝     ≒ 234 台
 P ＝水素製造能力【A】× 24h × 365d ＝ 262,800Nm3/y
 C ＝（最大充填量【F】÷一充填走行距離【D】）×年間平均走行距離【M】












241 台以上の駐車場を有する集合住宅の選定結果を表 3-8 に示す。民間の集合住宅に
ついては、東京都区部全体で 279,219 棟中 101 棟（駐車場台数 37,565 台）が選定された。
公共の集合住宅については、都市計画団地と都市基盤整備公団の団地をそれぞれ選定し
た。まず、都市計画団地では 74 団地中 28 団地（駐車場台数 21,759 台）が選定された。
次に都市基盤整備公団の団地では149団地中36団地（駐車場台数15,137台）が選定された。
都市計画団地と都市基盤整備公団の団地を併せた公共の集合住宅全体では、都市計画団





















前述の通り、民間の集合住宅には住棟単位で 101 箇所に Type １を、公共の集合住宅
には団地単位で 60 箇所に Type ２の水素供給ステーションを設置するとして、以下、各





FCV の供給可能台数の算定結果を表 3-9 に示す。Type １の水素供給ステーション整備
により、36,858 台の FCV に供給可能となる。エリア別でみると、江東エリアで最も多く
11,584 台となり、Type １の約 31％を占める。また、Type ２の水素供給ステーション整
備による FCV の供給可能台数は 34,639 台になる。Type １に比べ設置箇所数が少ない割に
Type １と同等の台数に達したのは、１箇所当たりの駐車場台数が多いためと考えられる。
エリア別でみると、板橋・練馬・杉並エリアで最も多く 12,186 台となり、Type ２の約
35％を占める。
3.4.4　FCV の供給可能台数の算定
表 3-9　エリア別の FCV 供給可能台数算定結果
3-24
Type １と Type ２を合わせると、東京都区部全体では水素供給ステーションの設置対
象が 161 ヶ所、FCV の供給可能台数が 71,497 台となった。これは東京都区部における自

































全体で、NOx が 225.7 ｔ / 年、SOx が 18.0 ｔ / 年、CO2 が 46,248 ｔ / 年削減されるとい
う結果を得た注 12)。NOx の削減量は東京都の削減目標 2,700t/ 年注 13) と比較すると、提案
による削減量は 8.4％に相当する（図 3-14）。また、CO2 の削減量は、東京都の削減目標







































































































































１の民間の集合住宅 101 棟、Type ２の公共の集合住宅団地 60 団地が選定された。これら
に水素供給ステーションを整備することで、FCV の供給可能台数は Type １で 36,858 台、
Type ２で 34,639 台、計 71,497 台となり、東京都区部における自家用自動車保有台数の
約 4.1％を占めること、また都区部全体に分散して整備できることがわかった。
FCV の水素供給可能台数を元に東京都区部における環境負荷物質の削減量を算出し、
NOxが 225.7ｔ /年、SOxが 18.0ｔ /年、CO2が 46,248ｔ /年削減されるという結果を得た。
















２) 固体高分子型燃料電池（PEFC:Polymer Electrolyte Fuel Cell）を用いたコージェネレーションシステム。都市ガス事業
者を中心に家庭用の小型 CGS として開発が進められている。
３) 経済産業省の元で新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が中心となって民間企業と水素利用技術の共同開発を進
めている。第１期（1993 年度～ 1998 年度）を終え、現在は第２期（1999 年度～ 2003 年度）計画が進行中である。World 
Energy Network。
４)1kW 級の PEFC-CGS の体積は W800mm × D380mm × H900mm ≒ 274L であるが、このうち改質部分は約 20L（改質器φ 194mm ×
H600mm、圧力調整部、脱硫部を含む）を占める。
５)2002 年 2 月に天然ガス改質方式の水素供給ステーションが大阪ガス株式会社酉島技術センター内に、固体高分子電解水電
解方式が四国総合研究所内に完成し、実証実験に入っている。また、2002 年 7 月には横浜市鶴見区の鶴見曹達工場内にカセ
イソーダ製造過程で発生する副生水素を利用するタイプの水素供給ステーションが完成する予定である。
６)Michigan 大学の Marc Ross 教授等は、純水素燃料電池自動車の大量生産を実現するには、天然ガス改質装置を１万ヶ所に
設置すれば十分可能であると分析している４)。
７)WE-NET で開発中の天然ガス改質型水素供給ステーションの設置面積：18.35m × 8.8m=161.5m2（約 160m2）より。FCVWE-NET
プロジェクトによると、給油所型を想定した実用規模に対して、1/10 の水素製造能力 30Nm3/h に設定されている。設置スペー
スはディスペンサーが同数であれば実用規模とほぼ変わらないとされている。
８) 水素供給ステーションの年間供給可能台数＝年間水素製造量（P）÷年間水素消費量（C）として算出した。計算条件は以
下の通りである。水素製造能力が 30Nm3/h であることから、一日 24 時間、年間 365 日稼動したケースを想定すると、P ＝
30Nm3/h × 24h × 365d ＝ 262,800Nm3/y。FCV の最大充填量が 33.6Nm3 と FCV の一充填走行距離が 300km であることから、乗用
車の年間平均走行距離を 10,000km/y とすると、C＝（33.6Nm3 ÷ 300km）× 10,000km/y ＝ 1,120Nm3/y。







11) 市区町村別 自動車保有車両数、( 財 ) 自動車検査登録協力会、No.29,2001 年 11 月より。2001 年 3 月現在の自家用自動車
保有台数。
12)FCV 代替による従来車の排出量の削減分を算出し、都市ガスから水素を製造する際の排出量を差し引いた。都市ガス１Nm3




0.452kmol/h に対し水素 1.3385kmol/h であることから、FCV への最大水素充填量 33.6Nm3 を得るために必要な都市ガス量
は 33.6Nm3 × (0.452 ÷ 1.3385) ＝ 11.3Nm3 である。また、FCV は最大水素充填量 33.6Nm3 に対して 300km 走行可能であるか
ら、水素供給のために投入する都市ガス 1Nm3 に対する FCV の走行量は、300km ÷ 11.3Nm3 ＝ 26.4km/Nm3 となる。ここで、ガ
ソリン車の燃費を 13.2km/l とすると（国土交通省、自動車燃費一覧より）、単位体積あたりの投入一次エネルギー量は FCV
が 41MJ/m3, ガソリン車が 35.2MJ/l であることから、１km 走行するのに要する投入一次エネルギー量は FCV が 41MJ/m3 ÷
26.4km/Nm3 ＝ 1.55MJ/km、ガソリン車が 35.2MJ/l ÷ 13.2km/l ＝ 2.66MJ/km となる。よって、FCV の供給可能台数 71,497 台
が１台当たり平均 10,000km/ 年走行するとして、走行量 714,970,000 台 km/ 年に必要な投入一次エネルギー量は、FCV の場
合で 714,970,000 台 km/ 年× 1.55MJ/km ＝ 1,108,689,049MJ/ 年≒ 1,109TJ/ 年、ガソリン車の場合で 714,970,000 台 km/ 年
× 2.66MJ/km ＝ 1,906,586,667MJ/ 年≒ 1,907TJ/ 年となる。
16) 自動車部門からのエネルギー消費を 1990 年度比 100％とするのに要するエネルギー削減量。都におけるエネルギー需給構
造調査データより。
